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1. 18年11月期の業績（平成17年12月１日～平成18年11月30日）

(1) 経営成績 　

　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年11月期 4,884 △5.1 332 △27.6 238 △31.6

17年11月期 5,146 2.6 459 25.9 348 39.8

　

　 当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

　 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年11月期 101 △39.3 17 25 ― ― 6.6 4.7 4.9

17年11月期 166 △74.4 28 40 ― ― 11.4 6.6 6.8

(注) ① 期中平均株式数 18年11月期 5,859,616株 17年11月期 5,860,303株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率

　
(2) 財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年11月期 5,103 1,520 29.8 259 56

17年11月期 5,305 1,455 27.4 248 37

(注) ① 期末発行済株式数 18年11月期 5,858,860株 17年11月期 5,860,060株

　 ② 期末自己株式数 18年11月期 2,140株 17年11月期 940株

　

2. 19年11月期の業績予想（平成18年12月１日～平成19年11月30日）

　 売上高 経常利益 当期純利益

　 百万円 百万円 百万円

中間期 2,800 207 108

通期 5,200 260 110

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　18円77銭
　

3. 配当状況

・現金配当 １株当たり配当金(円) 配当金総額
(百万円)

配当性向
(％)

純資産
配当率(％)　 中間期末 期末 年間

17年11月期 ― 8.00 8.00 46 28.2 3.2

18年11月期 ― 8.00 8.00 46 46.4 3.1

19年11月期(予想) ― 8.00 8.00 　 　 　

　　※　上記記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
　　※　業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算定したものであ

り、実際の業績は今後様々な要因により、予想数値と異なる結果となる場合があります。　
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1. 財務諸表等

財務諸表

① 貸借対照表

　

　 　
前事業年度

(平成17年11月30日)

当事業年度

(平成18年11月30日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　現金及び預金 ※１ 　 1,006,358 　 　 1,119,107 　 　 112,748

　　　受取手形 　 　 4,720 　 　 1,899 　 　 △2,820

　　　完成業務未収入金 　 　 1,513,727 　 　 1,239,229 　 　 △274,498

　　　未成業務支出金 　 　 498,665 　 　 532,883 　 　 34,217

　　　前払費用 　 　 52,128 　 　 60,879 　 　 8,751

　　　繰延税金資産 　 　 145,730 　 　 106,790 　 　 △38,940

　　　その他 　 　 23,509 　 　 16,374 　 　 △7,135

　　流動資産合計 　 　 3,244,839 61.2 　 3,077,163 60.3 　 △167,676

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　建物 ※１ 171,029 　 　 176,576 　 　 5,547 　

　　　　減価償却累計額 　 91,611 79,417 　 96,560 80,015 　 4,949 598

　　　　構築物 　 3,000 　 　 3,000 　 　 ― 　

　　　　減価償却累計額 　 1,391 1,608 　 1,567 1,432 　 175 △175

　　　　車両運搬具 　 ― 　 　 350 　 　 350 　

　　　　減価償却累計額 　 ― ― 　 332 17 　 332 17

　　　　器具及び備品 　 57,052 　 　 67,812 　 　 10,760 　

　　　　減価償却累計額 　 47,984 9,067 　 59,479 8,332 　 11,495 △735

　　　　土地 ※１ 　 547,800 　 　 547,800 　 　 ―

　　　有形固定資産合計 　 　 637,894 12.0 　 637,599 12.5 　 △294

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　借地権 　 　 10,000 　 　 10,000 　 　 ―

　　　　ソフトウェア 　 　 13,364 　 　 8,639 　 　 △4,724

　　　　電話加入権 　 　 5,925 　 　 6,648 　 　 722

　　　無形固定資産合計 　 　 29,290 0.5 　 25,287 0.5 　 △4,002
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前事業年度

(平成17年11月30日)

当事業年度

(平成18年11月30日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　投資有価証券 ※１ 　 53,452 　 　 29,232 　 　 △24,220

　　　　関係会社株式 　 　 309,462 　 　 196,781 　 　 △112,681

　　　　従業員長期貸付金 　 　 1,093 　 　 1,052 　 　 △40

　　　　関係会社長期貸付金 ※４ 　 170,000 　 　 315,000 　 　 145,000

　　　　繰延税金資産 　 　 403,605 　 　 331,725 　 　 △71,880

　　　　差入保証金
※１

※４
　 275,692 　 　 277,887 　 　 2,194

　　　　保険積立金 ※１ 　 178,890 　 　 189,900 　 　 11,009

　　　　その他 　 　 1,350 　 　 22,322 　 　 20,972

　　　投資その他の資産合計 　 　 1,393,546 26.3 　 1,363,901 26.7 　 △29,645

　　固定資産合計 　 　 2,060,730 38.8 　 2,026,788 39.7 　 △33,942

　　資産合計 　 　 5,305,570 100.0 　 5,103,951 100.0 　 △201,619
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前事業年度

(平成17年11月30日)

当事業年度

(平成18年11月30日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　業務未払金 ※４ 　 511,652 　 　 338,356 　 　 △173,296

　　　短期借入金 ※１ 　 2,400,000 　 　 1,890,000 　 　 △510,000

　　　１年内返済予定

　　　長期借入金
※１ 　 31,200 　 　 173,736 　 　 142,536

　　　未払金 　 　 114,268 　 　 68,455 　 　 △45,812

　　　未払費用 　 　 124,540 　 　 109,619 　 　 △14,920

　　　未払法人税等 　 　 40,545 　 　 35,940 　 　 △4,604

　　　未成業務受入金 　 　 200,939 　 　 232,442 　 　 31,503

　　　預り金 　 　 9,362 　 　 10,521 　 　 1,158

　　　その他 　 　 741 　 　 706 　 　 △35

　　流動負債合計 　 　 3,433,251 64.7 　 2,859,778 56.0 　 △573,472

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　社債 　 　 95,000 　 　 95,000 　 　 ―

　　　長期借入金 ※１ 　 6,400 　 　 324,330 　 　 317,930

　　　退職給付引当金 　 　 310,409 　 　 302,620 　 　 △7,789

　　　その他 　 　 4,980 　 　 1,488 　 　 △3,492

　　固定負債合計 　 　 416,790 7.9 　 723,438 14.2 　 306,648

　　負債合計 　 　 3,850,041 72.6 　 3,583,217 70.2 　 △266,823

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 ※２ 　 1,000,000 18.8 　 ― ― 　 △1,000,000

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 250,000 　 　 ― 　 　 △250,000 　

　　資本剰余金合計 　 　 250,000 4.7 　 ― ― 　 △250,000

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　任意積立金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　  別途積立金 　 10,000 　 　 ― 　 　 △10,000 　

　２　当期未処分利益 　 189,849 　 　 ― 　 　 △189,849 　

　　利益剰余金合計 　 　 199,849 3.8 　 ― ― 　 △199,849

Ⅳ　その他有価証券

　　評価差額金
　 　 5,905 0.1 　 ― ― 　 △5,905

Ⅴ　自己株式 ※３ 　 △225 △0.0 　 ― ― 　 225

　　資本合計 　 　 1,455,529 27.4 　 ― ― 　 △1,455,529

　　負債資本合計 　 　 5,305,570 100.0 　 ― ― 　 △5,305,570
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前事業年度

(平成17年11月30日)

当事業年度

(平成18年11月30日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― ― 　 1,000,000 19.6 　 1,000,000

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　（１）資本準備金 　 ― 　 　 261,662 　 　 261,662 　

　　　資本剰余金合計 　 　 ― ― 　 261,662 5.1 　 ―

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　（１）その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 ― 　 　 100,000 　 　 100,000 　

　　　　繰越利益剰余金 　 ― 　 　 154,085 　 　 154,085 　

　　　利益剰余金合計 　 　 ― ― 　 254,085 5.0 　 254,085

　４　自己株式 　 　 ― ― 　 △603 0.0 　 △603

　　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 1,515,144 29.7 　 1,515,144

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券評価

　　　差額金
　 　 ― ― 　 5,589 0.1 　 5,589

　　　評価・換算差額等合計 　 　 ― ― 　 5,589 0.1 　 5,589

　　　純資産合計 　 　 ― ― 　 1,520,733 29.8 　 1,520,733

　　　負債及び純資産合計 　 　 ― ― 　 5,103,951 100.0 　 5,103,951
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② 損益計算書

　

　 　

前事業年度

(自　平成16年12月１日 

 至　平成17年11月30日)

当事業年度

(自　平成17年12月１日 

 至　平成18年11月30日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅰ　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　完成業務高 　 　 5,146,179 100.0 　 4,884,902 100.0 　 △261,276

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　完成業務原価 ※１ 　 3,465,320 67.3 　 3,246,781 66.5 　 △218,539

　　　売上総利益 　 　 1,680,858 32.7 　 1,638,121 33.5 　 △42,737

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　役員報酬 　 113,940 　 　 127,710 　 　 13,770 　

　　　給与賞与手当 　 543,516 　 　 551,684 　 　 8,167 　

　　　福利厚生費 　 95,254 　 　 111,903 　 　 16,648 　

　　　退職給付費用 　 9,912 　 　 10,112 　 　 199 　

　　　通信交通費 　 107,333 　 　 130,800 　 　 23,467 　

　　　地代家賃・賃借料 　 127,772 　 　 138,896 　 　 11,124 　

　　　研究開発費 ※２ 1,748 　 　 7,019 　 　 5,271 　

　　　減価償却費 　 15,615 　 　 12,603 　 　 △3,011 　

　　　その他 　 205,959 1,221,053 23.7 214,707 1,305,438 26.7 8,747 84,384

　　　営業利益 　 　 459,804 9.0 　 332,682 6.8 　 △127,122

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　受取利息 ※１ 8,330 　 　 11,210 　 　 2,879 　

　　　受取地代家賃 　 9,554 　 　 9,739 　 　 185 　

　　　デリバティブ取引評価益 　 4,632 　 　 ― 　 　 △4,632 　

　　　雑収入 　 5,057 27,575 0.5 2,175 23,125 0.5 △2,882 △4,450

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　支払利息 　 97,043 　 　 77,968 　 　 △19,075 　

　　  シンジケートローン

      手数料
　 35,000 　 　 39,000 　 　 4,000 　

　　　雑支出 　 6,626 138,669 2.7 292 117,261 2.4 △6,332 △21,408

　　　経常利益 　 　 348,710 6.8 　 238,546 4.9 　 △110,164
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前事業年度

(自　平成16年12月１日 

 至　平成17年11月30日)

当事業年度

(自　平成17年12月１日 

 至　平成18年11月30日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　固定資産売却益 ※３ 58,450 　 　 ― 　 　 △58,450 　

　　　関係会社株式売却益 　 ― 58,450 1.1 2,681 2,681 0.0 2,681 △55,769

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　固定資産除却損 ※４ 6,915 　 　 ― 　 　 △6,915 　

　　　投資有価証券評価損 　 ― 　 　 1,230 　 　 1,230 　

　　　事務所移転費用 　 38,690 　 　 ― 　 　 △38,690 　

　　　過年度売上修正損 ※５ 10,633 56,239 1.1 ― 1,230 0.0 △10,633 △55,009

　　　税引前当期純利益 　 　 350,921 6.8 　 239,997 4.9 　 △110,923

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 28,187 　 　 28,221 　 　 34 　

　　　法人税等調整額 　 156,250 184,437 3.6 110,660 138,881 2.8 △45,590 △45,556

　　　当期純利益 　 　 166,484 3.2 　 101,116 2.1 　 △65,367

　　　前期繰越利益 　 　 23,364 　 　 ― 　 　 △23,364

　　　当期未処分利益 　 　 189,849 　 　 ― 　 　 △189,849
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③ 利益処分計算書

　　　　

　 　
前事業年度

株主総会承認日
(平成18年２月27日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ　当期未処分利益 　 　 189,849

Ⅱ　利益処分額 　 　 　

　　１　配当金 　 46,880 　

　　２　任意積立金 　 　 　

　　　　　別途積立金 　 90,000 136,880

Ⅲ　次期繰越利益 　 　 52,968
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④ 株主資本等変動計算書

当事業年度(自　平成17年12月１日　至　平成18年11月30日)

　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成17年11月30日残高(千円) 1,000,000 250,000 250,000

事業年度中の変動額 　 　 　

　剰余金の配当 ― ― ―

　別途積立金の積立 ― ― ―

　当期純利益 ― ― ―

　子会社合併による受入 ― 11,662 11,662

　自己株式の取得 ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― 11,662 11,662

平成18年11月30日残高(千円) 1,000,000 261,662 261,662

　

　

　

　

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成17年11月30日残高(千円) 10,000 189,849 199,849 △225 1,449,623

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 ― △46,880 △46,880 ― △46,880

　別途積立金の積立 90,000 △90,000 ― ― ―

　当期純利益 ― 101,116 101,116 ― 101,116

　子会社合併による受入 ― ― ― ― 11,662

　自己株式の取得 ― ― ― △378 △378

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) 90,000 △35,763 54,236 △378 65,520

平成18年11月30日残高(千円) 100,000 154,085 254,085 △603 1,515,144

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成17年11月30日残高(千円) 5,905 5,905 1,455,529

事業年度中の変動額 　 　 　

　剰余金の配当 ― ― △46,880

　別途積立金の積立 ― ― ―

　当期純利益 ― ― 101,116

　子会社合併による受入 ― ― 11,662

　自己株式の取得 ― ― △378

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△316 △316 △316

事業年度中の変動額合計(千円) △316 △316 65,204

平成18年11月30日残高(千円) 5,589 5,589 1,520,733
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日)

当事業年度
(自　平成17年12月１日
至　平成18年11月30日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式

　　移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

子会社株式

同左

その他有価証券

　時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定)

　 　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

　時価のないもの

同左

２　デリバティブの評価基準

及び評価方法

デリバティブ

　時価法

デリバティブ

同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

未成業務支出金

　個別法による原価法

未成業務支出金

同左

４　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

　定率法

　　　なお、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備は除

く)については、定額法を採用して

おります。

　　　主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

　　　建物 ４～47年

有形固定資産

同左

　 無形固定資産

　定額法

　　　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法を採

用しております。

無形固定資産

同左

５　引当金の計上基準

　

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

　　

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められ

る額を計上しております。

なお、数理計算上の差異は、発生時の

翌期に一括費用処理することとしてお

ります。

貸倒引当金

同左

　

　

　

　

　

退職給付引当金

同左
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項目
前事業年度

(自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日)

当事業年度
(自　平成17年12月１日
至　平成18年11月30日)

６　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

同左

７　ヘッジ会計の方法 重要なヘッジ会計の方法

　ヘッジ会計の方法

　　　特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについては、特例処理を採

用しております。

重要なヘッジ会計の方法

　ヘッジ会計の方法

同左

　 　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ヘッジ手段……金利スワップ、

金利オプション

　　　ヘッジ対象……借入金

　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 　ヘッジ方針

　　　将来の金利変動によるリスクを

ヘッジする目的でデリバティブ取

引を導入しております。

　ヘッジ方針

同左

　 　ヘッジ有効性評価の方法

　　　基本的にヘッジ手段とヘッジ対

象の条件がほぼ同じであり、ヘッ

ジ開始時及びその後も継続して相

場変動、またはキャッシュ・フロ

ー変動を相殺しているヘッジ取引

につきましては、有効性の評価を

省略しております。それ以外のヘ

ッジ取引につきましては、ヘッジ

取引開始時の予定キャッシュ・フ

ローと判定時点までの実績キャッ

シュ・フローの累計との差異を比

較する方法によっております。

　ヘッジ有効性評価の方法

同左

８　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

消費税等の処理方法

同左
　

　

財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前事業年度
(自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日)

当事業年度
(自　平成17年12月１日
至　平成18年11月30日)

――――――― （純資産の部の表示）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会平成17年12月９

日企業会計基準第５号）及び、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会平成17年12月９日企業会計基準第８号）を適用

しております。なお、当事業年度末における従来の表示

による資本の部の合計に相当する額は、総資産の部の合

計と一致しております。
　

　

表示方法の変更

該当事項はありません。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　

前事業年度
(平成17年11月30日)

当事業年度
(平成18年11月30日)

※１　担保提供資産

預金 139,527千円

建物 63,414千円

土地 512,234千円

投資有価証券 19,630千円

差入保証金 84,471千円

保険積立金 166,111千円

計 985,388千円

※１　担保提供資産

預金 119,543千円

建物 60,835千円

土地 457,954千円

投資有価証券 19,240千円

差入保証金 84,471千円

保険積立金 177,120千円

計 919,164千円

　　上記に対応する債務

短期借入金 1,706,097千円

長期借入金 6,400千円

１年内返済予定長期借入金 31,200千円
関係会社の借入金 81,050千円

計 1,824,747千円

　　上記に対応する債務

短期借入金 1,290,000千円

長期借入金 217,930千円

１年内返済予定長期借入金 120,136千円
関係会社の借入金 62,100千円

計 1,690,166千円

※２　会社が発行する株式の総数

　　　　普通株式

20,000,000株

　　 発行済株式の総数

　　　 普通株式

5,861,000株

※２　　　　　　　　―――――――

※３　自己株式保有数

　　　　普通株式

940株

※４　関係会社に対する主な債権債務は、次のとおりで

あります。

差入保証金 191,170千円

長期貸付金 170,000千円

業務未払金 329,029千円

※３　　　　　　　　―――――――

※４　関係会社に対する主な債権債務は、次のとおりで

あります。

差入保証金 191,170千円

長期貸付金 315,000千円

業務未払金 80,287千円

　５　偶発債務

　　下記の会社の金融機関からの借入金について債務保

証を行っております。

㈱ケーイーシー商事 261,050千円

　５　偶発債務

　　下記の会社の金融機関からの借入金について債務保

証を行っております。

㈱ケーイーシー商事 62,100千円

　６　配当制限

　　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は5,905千円であ

ります。

　６　　　　　　　　―――――――
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日)

当事業年度
(自　平成17年12月１日
至　平成18年11月30日)

※１　関係会社との主な取引は、次のとおり含まれてお

ります。

(1) 完成業務原価 1,446,716千円

　　(当期業務委託費) 　

(2) 受取利息 7,765千円

※１　関係会社との主な取引は、次のとおり含まれてお

ります。

(1) 完成業務原価 651,630千円

　　(当期業務委託費) 　

(2) 受取利息 10,692千円

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は1,748千円であ

ります。

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は7,144千円であ

ります。

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

　土地 58,450千円

※３　　　　　　―――――――

　 　

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

　建物付属設備 3,539千円

　器具備品 3,376千円

※４　　　　　　―――――――

　 　

　 　

※５　過年度売上修正損の内容は次のとおりであります。

過年度に計上した売掛債権について、得意先と認

識額について相違があったものを、合意の上損失

処理したものです。

※５　　　　　　―――――――

　

(株主資本等変動計算書関係)

当事業年度(自　平成17年12月１日　至　平成18年11月30日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 940 1,200 ― 2,140
　

(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　1,200株
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リース取引関係

　
前事業年度

(自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日)

当事業年度
(自　平成17年12月１日
至　平成18年11月30日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却累
計額相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

器具及び備品 75,892 32,372 43,519

その他 49,440 30,166 19,274

計 125,333 62,538 62,794

　

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却累
計額相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

器具及び備品 77,037 36,042 40,995

その他 30,656 15,566 15,089

計 107,694 51,609 56,085

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 21,338千円

１年超 43,334千円

計 64,672千円

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 21,980千円

１年超 35,580千円

計 57,560千円

　(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 26,914千円

減価償却費相当額 24,800千円

支払利息相当額 1,812千円

　(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 28,898千円

減価償却費相当額 26,595千円

支払利息相当額 2,257千円

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とす

る定額法によっております。

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

　(5) 利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

　(5) 利息相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引未経過リース料

１年内 476千円

１年超 79千円

計 555千円

２　オペレーティング・リース取引未経過リース料

１年内 ―千円

１年超 ―千円

計 ―千円

　

有価証券関係

前事業年度(平成17年11月30日)及び当事業年度(平成18年11月30日)における子会社株式で時価のあるも

のはありません。
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税効果会計関係

　
前事業年度

(自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日)

当事業年度
(自　平成17年12月１日
至　平成18年11月30日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　繰延税金資産

退職給付引当金超過額 126,342千円

資産評価額否認 55,112千円

税務上の繰越欠損金 413,388千円

未払費用否認 13,700千円

その他 3,206千円

繰延税金資産の小計 611,750千円

評価性引当額 58,310千円

繰延税金資産の合計 553,440千円

　　繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △4,104千円

繰延税金負債の合計 △4,104千円

差引：繰延税金資産の純額 549,335千円
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　繰延税金資産

退職給付引当金超過額 124,074千円

資産評価額否認 55,616千円

税務上の繰越欠損金 314,040千円

未払費用否認 4,289千円

その他 3,193千円

繰延税金資産の小計 501,214千円

評価性引当額 58,814千円

繰延税金資産の合計 442,400千円

　　繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △3,884千円

繰延税金負債の合計 △3,884千円

差引：繰延税金資産の純額 438,515千円
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別内訳

法定実効税率 41.0％

（調整） 　

住民税均等割 8.0％
交際費等永久に損金に算入さ
れない項目

2.3％

その他 1.3％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

52.6％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別内訳

法定実効税率 41.0％

（調整） 　

住民税均等割 11.7％
交際費等永久に損金に算入さ
れない項目

5.0％

その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

57.9％
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１株当たり情報

　
前事業年度

(自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日)

当事業年度
(自　平成17年12月１日
至　平成18年11月30日)

１株当たり純資産額 248円37銭 １株当たり純資産額 259円56銭

１株当たり当期純利益 28円40銭 １株当たり当期純利益 17円25銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

１株当たり当期純利益

　
前事業年度

(自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日)

当事業年度
(自　平成17年12月１日
至　平成18年11月30日)

当期純利益 166,484千円 101,116千円

普通株主に帰属しない金額 ―千円 ―千円

普通株式に係る当期純利益 166,484千円 101,116千円

普通株式の期中平均株式数 5,860千株 5,859千株
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重要な後発事象

前事業年度
(自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日)

当事業年度
(自　平成17年12月１日
至　平成18年11月30日)

平成17年12月１日をもって、当社建設コンサルタント

事業の一元的組織運営、経営資源・ノウハウの共有化、

効率化により、企業集団として市場競争力や収益力の一

段の向上を期して１００％子会社である株式会社ケーイ

ーシー東北を簡易合併制度に基づき吸収合併いたしまし

た。

(1) 合併期日

　　　平成17年12月１日

(2) 合併の形式

当社を存続会社とし株式会社ケーイーシー東北を

解散会社とする吸収合併とし、合併による新株発行

および資本金の増加はありません。

(3) 財産の引継

合併期日において株式会社ケーイーシー東北の資

産、負債および権利義務の一切を引き継ぎました。

　なお、株式会社ケーイーシー東北の平成17年11月

30日現在の財務状態は次のとおりです。

　 資産合計　　　　268,946千円

　   負債合計　　　　191,071千円

     資本合計　　　　 77,874千円

―――――――

　

　

　

　

　

　
　

　

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

該当事項はありません。

　

2. 役員の異動

該当事項はありません。

― 17 ―


